
FUKUSHO DIGITAL EXPO 2022 second
～中小企業のデジタル化を後押し～

コロナ下における中小企業のデジタル化の実態（参照：中小企業庁「中小企業白書2022」）

■コロナ下でデジタル化の
　優先順位は高まる
中小企業庁「中小企業白書2022」による

と、事業方針におけるデジタル化への優先
順位が高い・やや高いと回答した企業は、
コロナ前時点（図1：①感染症流行前）で
40.3%だったのに対し、2021年時点（図
1：③現在）では62.5%と年々高まっていま
す。また、コロナ収束後を想定した今後
（図1：④今後）においても、66.0%の企業
がデジタル化の優先順位が高い・やや高い
としています。そのため、コロナ下を契機
に加速したデジタル化の波は、今後も継続
していくと考えられます。

■デジタル化への対応で
　「業務効率化」など効果を実感
　コロナ下でも「労働生産性」や
　「売上高」の減少幅は小さく
実際に、2021年までにリモート商談や

電子受発注に対応した企業は、全体の5割
前後に及んでいます（図2）。また、その効
果として、コスト削減や生産性向上などの
業務効率化が挙げられています（図3）。
さらに、コロナ下でデジタル化の取り組

みが進展した企業は、進展しなかった企業
と比べて「労働生産性」と「売上高」ともに
減少幅が小さく、感染症拡大における影響
が低い傾向にあることも分かりました。
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図2：企業間取引におけるデジタル化の状況
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当面対応の予定はなし

資料：㈱東京商工リサーチ
「令和3年度取引条件改善
状況調査」
（注）受注側事業者向けア
ンケートを集計したもの。

資料：㈱東京商工リサーチ「令和3年度取引条件改善状況調査」
（注）1.受注側事業者向けアンケートを集計したもの。2.リモート商談/電子受発注について、「2019年以前から対応」、「2020年に対応」、「2021
年に対応」と回答した者に対する質問。
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図1：時点別に見た事業方針におけるデジタル化の優先順位
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④今後（感染症の収束後を想定）
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③現在（2021年時点）
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資料：㈱東京商工リサーチ「中
小企業のデジタル化と情報資
産の活用に関するアンケート」

図3：企業間取引におけるデジタル化に対応したことによる効果
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中小企業における IT化・デジタル化は、労働人口減少に伴う人手不足対策として、また、コロナ禍の感染防止対策として「非
対面・非接触ビジネス」が求められたことで、昨今、重要な経営課題になりました。さらに、令和5年10月から開始の「イン
ボイス制度（適格請求書等保存方式）」をはじめ、令和 6年1月から完全義務化の「改正電子帳簿保存法」など、制度改正が
目前に迫る中、デジタル実装の重要性が再認識されています。
しかしながら、中小企業・小規模事業者とって、デジタル技術を導入・活用するには、デジタル人材の採用や社内ノウハウの構

築、導入コストの確保など、様々な側面で高いハードルがあることも実情です。
そこで、今回の特集では、社内のデジタル化に際して不安や疑問を抱く中小企業の方々を対象に開催する展示会「FUKUSHO 

DIGITAL EXPO 2022 second」の詳細に加え、デジタル化を後押しするために当所が会員優待サービスとして提供している “デ
ジタルツール” についてご紹介します。デジタル化に関してお困りの方は、ぜひご活用ください。 デジタル実装にあたり、コストや導入後の運用は大きな壁の一つです。当所では、導

入前後の不安を理由にデジタル化に踏み出せない会員事業者を対象に、充実したサポー
トで最初の一歩を後押しする「デジタルツール会員優待サービス」をご提供しています。
「何から始めればよいか分からない」という方も、まずはお問い合わせください。

優待サービス拡大中！
ツールの一覧はこちら

福岡商工会議所のデジタル化への取り組み

当所は、デジタル化に際して様々な課題に直面する中小企業を取り残す
ことなく支援し、デジタル化やDXを推進するため、令和3年12月22日
にNTTドコモ九州支社と「中小企業のデジタル化・DX推進に向けた連携
と協働に関する覚書」を締結。「FUKUSHO DIGITAL EXPO」をはじめと
して、商店街事業者を対象としたデジタル化に関する勉強会を連携して実
施するなど、サポート体制の強化を通じて、中小企業の生産性向上や働
き方改革、新たなビジネスモデル構築へのチャレンジを支援しています。

（1）「中小企業のデジタル実装の
推進に関すること

（2）「中小企業DX推進における、
5Gなど先進技術の活用に関
すること」

（3）「福岡商工会議所のデジタル
化推進に関すること」

協業内容

（ ）NTTドコモと覚書を締結するの
は全国の商工会議所でも初めて
のケース

クラウド会計ソフト市場で55.2％と法人シェアNo.1を占め、大企業から中小企
業まで、ニーズに応じた機能・サービスを提供します。

経理・会計

提供企業：㈱イデックスビジネスサービス

導入アドバイザリー全プラン50％OFF

● 優待サービスご利用の流れ

NTTドコモ九州支社との覚書締結

デジタル化促進のための会員優待サービスの提供

優待
サービス

バックオフィスに関する様々なデータを連携し、業務を自動化できます。会計から
人事労務まで、クラウドでDXを推進します。

経理・会計

提供企業：㈱マネーフォワード

年額プランから最大2ヶ月分割引
※プラン内容により、異なります。
※アクサ生命契約会員の方はさらに割引あり。

優待
サービス

QTnetのサイバーセキュリティ研修です。ご要望に応じて 研修内容をカスタマイ
ズします。

サイバーセキュリティ

提供企業：㈱QTnet

会員さま限定の特別価格でご提供
例）240,000円（実施：1回60分 10人 ビデオなし）
※通常は300,000円にてご提供

メンバーの個性・性格・行動傾向をAIで導き出すことで社員の「個性」を深く理解
し、強い組織をつくることにつながります。

人事・労務

提供企業：㈱ロジック・ブレイン

TOITOI組織稼働率分析レポート、
ビッグファイブレポート10名様分、
無料出力アドバイス（10万円相当）

優待
サービス

優待
サービス

業務に合わせたシステムをかんたんに作成できるクラウドサービスのkintoneを
使って、業務効率化をサポートします。

営業・顧客管理

提供企業：㈱エムアイエフ

トライアル期間に加えて、
1年目の導入期間1カ月分無料

Google社が提供するコラボレーションツールです。メール、ドキュメント編集を
はじめとして、リモート会議やアンケート等の機能も備えています。

グループウェア

提供企業：㈱G-gen

Google Cloudおよび
Google Workspaceの月額料金5%OFF

優待
サービス

優待
サービス

［お問い合わせ］
経営支援グループ
TEL：092-441-1146

「自社の経営課題に合うツールが分
からない」とお悩みの方は、まず、ご
相談ください！

お問い合わせ

利用を希望する優待ツール
を選んで会員情報を入力！

カウンセリング

優待ツールを提供する企業
が貴社に合った運用方法な
どをご提案！

導入申し込み

導入からその後の運用ま
で、随時サポートします！

お問い合わせは
こちら

まずは商工会議所に
ご相談ください

特 集

DXへの第
1歩
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DXの最初の一歩を“おせっかい”！FUKUSHO DIGITAL EXPO 今年も開催

インボイス・電帳法など会計・経理関連、勤怠・人事労務などHR関連等のバックオフィス、営業支援ツール・ECサイトなど
販路拡大、サイバーセキュリティなど、様々な分野のデジタルツールを紹介する総勢40ブース（予定）がイベントホールに集結！

企業展示

開催概要

会 期 令和4年12 月15日（木）、16日（金）
会 場 アクロス福岡 地下2階「イベントホール」

（福岡市中央区天神1-1-1）
主 催 福岡商工会議所
協 力 株式会社NTTドコモ 九州支社

NTTコミュニケーションズ株式会社 九州支社
株式会社ドコモビジネスソリューションズ 九州支社

後 援 デジタル庁、九州経済連合会

内 容 ①企業展示（40社程度）
②講習会（講習会・パネルディスカッション等）
③最新の5G・ロボット・XR・メタバースコンテンツ
　などの体験エリア

入場料 無料（事前のお申し込みが必要です ）

（前回開催の様子）

▲個別ブースではベンダー各社が自社のサービスを紹介 ▲デジタル化相談窓口の様子▲セミナーの様子 本記事に関するお問い合わせ / 総合企画部 デジタル化推進グループ　TEL：092-441-1121

デジタル化を通じて業務効率化や生産性向上にチャレンジする中小企業を支援すべく、DXの最初の一歩をおせっかいする 
“FUKUSHO DIGITAL EXPO 2022 second”を12月に開催します。
4～5ページでご紹介した優待サービスはもちろん、その他にも様々なデジタルツールやサービスが「アクロス福岡 イベント

ホール」に集まります。さらに、DXやデジタル化に関する講習会も多数開催予定です。インボイス制度や改正電子帳簿保存法
など足元の課題への対応から、5GやXR、メタバースなど、先端技術を体験するブースもご提供します。「少し先の未来の働き
方」もイメージしつつ、わが社のデジタル化について考えることができる絶好の機会です。皆様のご来場をお待ちしています。

先進企業のDX事例やインボイス制度、改正電子帳簿保存法対応に関する講習会を全15講座開催予定です。各講習会の詳
細は、当所ホームページにて随時公開しています。

講習会

最新の５G・ロボット・XR・メタバースコンテンツなどの先端技術を
体験できるエリアを設置します。

体験ブース

デジタル化による働き方改革や業務効率化、話題のインボイス制度や
改正電子帳簿保存法に対応したＩＴ導入など、個別のご相談を承ります。

 デジタル化相談窓口

概 要

登壇者

●デジタルインボイスとは？国が進める取り組みとは？
●デジタルインボイス対応を契機としたバックオフィス業務全般のアップ
デート、働き方改革の推進 

デジタル庁 国民向けサービスグループ 企画調整官 加藤 博之氏
リコージャパン株式会社 マーケティング本部 九州マーケティングセンター 

九州ソリューション推進室 室長 角田 美穂 氏

『インボイス対応セミナー』
キーワード バックオフィス インボイス・電帳法

概 要

登壇者

XR/メタバースは、今後、様々な領域での活用が期待されています。我々の働き方やビジネスにどの
ような変化をもたらすのか、またドコモがどのような取り組みを行っているのかについてご紹介します。

株式会社NTT QONOQマーケティング部門　担当部長　清水 一郎 氏

『XR/メタバースが作り出す未来とNTTドコモの挑戦』
キーワード 先端技術 メタバース

登壇者 株式会社ニューズピックス 代表取締役 Co-CEO 稲垣 裕介氏
株式会社システムフォレスト 代表取締役 富山 孝治氏

『「デジタル」の活用が創る、企業の未来』
キーワード マネジメント DX

登壇者 株式会社大賀薬局 代表取締役 大賀 崇浩氏
（福岡商工会議所デジタル化推進委員会　副委員長）

『オーガマン誕生から読み解く多角化経営戦略』
～創業120年、福岡の老舗企業による経営改革～

キーワード マネジメント DX

登壇者 風月フーズ株式会社 代表取締役社長 福山 剛一郎氏
株式会社ライクブルー　代表取締役　池田 治彦氏

『「1軒の喫茶店」から始まった、創業70年の飲食企業の挑戦』
～クラウド活用からの組織改革～

キーワード 事例紹介 働き方改革

令和4年

12/15
（木）

令和4年

12/16
（金）

掲載している内容は、令和4年10月21日時点の
ものです。企業展示や講習会の最新情報は、当
所ホームページで随時公開します！ぜひ、ご確認
ください。

FUKUSHO DIGITAL EXPO
2022 second

（一部抜粋）

※掲載している内容は、令和4年10月21日時点のものです。企業展示や講習会の最新情報は、当所ホームページで随時公開します。ぜひ、ご確認ください！
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DXの最初の一歩を“おせっかい”！FUKUSHO DIGITAL EXPO 今年も開催
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